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資料４

意見聴き取り調査票

（社団法人福島県建設業協会）

１ 最低制限価格制度及び低入札価格調査制度について

(1) 県では、平成２２年２月から、最低制限価格及び低入札価格調査基準価

格の設定水準の引上げを行いましたが、このことについてどのようにお考え

ですか。

● 本会が中小企業診断協会県支部に委託し実施している「県発注工事コ

スト実態調査」の昨年度結果から分析すると、特に1,000万円未満の

工事ではブレークイーブン落札率（請負額と工事総原価がイコールとな

るための落札率）が、題意の設定水準上限の90％程度を上回っている

状態にある。このため、主に受注対象となる中小・零細建設企業、つま

りは地元に密着した建設企業は赤字工事となっており、適正な利益を確

保するためには最低制限価格の設定水準を95％以上に引き上げる必要

がある。

● 更に、1,000万円以上の工事においても、平成21年度全産業の平均

営業利益率2.0％を目標と仮定するなら、更なる設定水準の引き上げが

必要であると思われる。

※ 参考資料１を参照

(2) 県の低入札価格調査制度について、御意見等があればお書きください。

● 最低制限価格を設定することができないＷＴＯ案件及び総合評価方式

による案件の低入札対策として、低入札価格調査制度は必要不可欠であ

り、新技術や新工法などを駆使してのコスト縮減を図ったものは適とす

るものの、単なる歩切りを行ったコスト縮減は下請けや資機材業者の負

担を強いることとなることから厳格な審査を徹底願いたい。

● 低入札による不当廉売は産業全体をひっ迫させ、下請・資材業者への

しわ寄せなどにより工事の品質低下につながるリスクの増大、更には中

間検査や重点監督など1件工事にかかる行政のトータルコストが増加す

ることなどを考えれば、現行の調査対象となった場合に契約保証金の引
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き上げや前払金の低減、配置技術者の複数配置の措置を講ずるばかりで

はなく、低入札工事物件を抱える企業に対する減点措置、または低入札

を幾度となく繰り返した企業は一定期間入札に参加することができない

などの制限措置を加えれば、より効果的に低入札の減少に繋がるのでは

ないか。

● 特に規模の小さい工事ほど、スケールメリットや工法等によるコスト

縮減の創意工夫余地の可能性が低いことから、更なる失格基準の引き上

げが必要である。

２ 総合評価方式について

(1) 県では、設計金額３千万円以上の農林水産部及び土木部発注工事につい

ては原則全件を総合評価方式の対象とし、それら以外の工事についても抽出

して実施していますが、このことについてどのようにお考えですか。

● 本会では、一般競争入札による価格競争の激化で、価格至上主義を避

ける入札制度として総合評価方式の完全実施を望んでいたが、同方式で

の応札状況を見ると、適正な積算価格で各社が応札するケースは少なく、

受注確率を高めるため大半が評価基準価格周辺での応札となっている。

● また、不良不適格業者の排除や工事品質の確保などに繋がるものと思

っていたが、依然として価格競争に変わりなく、単に加算点の高い企業

が有利となる制度で、結果として総合評価方式とはかけ離れたものにな

っていると思われ、最善の入札制度とは言い難く、総合評価方式に過大

な期待を抱き過ぎていた面があると感じているところである。

● 総合評価方式の対象工事は、設計金額5千万円以上に引き上げていた

だきたい。

● 加算点が固定しやすい特別簡易型については、抜本的な見直し・検討

をお願いしたい。

● 5千万円未満の案件については、６「その他」に記載したとおり。

(2) 県の総合評価方式において、どのような項目を評価すべきだとお考えで

すか。

● 総合評価方式の評価項目について、不断の見直しが実施されているこ
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とは評価されるものの、企業規模や地域の特性等により意見は異なり、

多種多様な意見、要望が寄せられているのが実態である。

● 一般市場では、価格以外に企業のブランド力、製品のスペック、デザ

イン、サービスやアフターフォロー等の誠実性・信頼性を総合的に判断

・評価し、購入や契約が結ばれる。この誠実性や信頼性はアナログ的で

客観的数値化の評価は難しい面ではあるが、一般市場と同様、発注者の

責務として重要視すべき項目と思われることから、客観的な数値化の検

討をお願いしたい。

● 企業の技術力に関する評価については、本来、規模の大きな工事で評

価されるべきと考えるが、金額や難易度の低い特別簡易型での配点が標

準型や簡易型より高い評価となっている。また、特に特別簡易型につい

ては、加算点が固定化する傾向にあり、加算点の高い一定の企業のみが

落札者となるところに問題がある。前項2（1）で総合評価方式の対象

として、金額の引き上げや特別簡易型の抜本的改革をお願いしているが、

引き続き特別簡易型の発注を行うのであれば、地域に精通・密着した企

業が受注しやすい環境となるよう、現行の企業の技術力評価での配点を

引き下げ、企業の地域社会に対する貢献度評価での配点引き上げなどを

行い、公平な競争環境の確保に努めていただきたい。

● 加点評価だけでなく、減点評価があってもよいのではないか。国及び

他の公共団体においては、当年度受注高が前年度受注高の一定割合に達

する、または受注件数に応じて減点措置を講じていると聞き及んでいる

ところである。一定の企業に落札が集中することをある程度避けるので

あれば、このような減点評価は効果があると思われるので、是非ご検討

いただきたい。

(3) 県の総合評価方式について、その他御意見等があればお書きください。

● 現行の総合評価方式は、規模の大きな企業が評価を得やすく、加算点

の高い企業に落札が偏っている。特に、中山間地域を支える企業は規模

も小さく、都市部よりも事業量が減少しており、厳しい受注環境となっ

ている。

● 昨年も意見を述べたように、評価項目を見直し・修正してもＡ社とＢ

社の企業が入れ替わるだけであまり意味を持たないのではないか。一定

の企業に落札が集中することを避けるのであれば、持ち点15点以上20

点まで（特別簡易型）は同レベル（同格）としての競争環境にしてはど
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うか。

● 総合評価方式（簡易型）における加算点差を価格に換算したシミュレ

ーションをしてみたい。例えば予定価格が1億円、評価値算出価格が9

千万円の工事に、加算点34.0点のＡ社と加算点33.0点のＢ社が応札し

た場合、点差による価格差は677,000円となる。Ａ社が評価値算出価

格の9千万円に価格差677,000円を加えた金額で入札すると、Ｂ社は

評価値算出価格を下回った金額で入札しても評価値算出価格に戻される

ため、評価値が同点になりくじ引きとなる。Ａ社が入札金額を引き下げ

ると、Ｂ社には勝ち目のない状況となってしまう。

加算点 入札額 評価値算出価格 評価値

Ａ社 34.0 90,677,000 90,677,000 1.4777

Ｂ社 33.0 89,000,000 90,000,000 1.4777

上記のとおり、加算点の高い企業が点差の利を最大限に活かして、推

測した評価値算出価格に点差の価格以下を加えて応札した場合、その他

の参加企業が落札する可能性はなくなる。

また、加算点の低い企業は、はじめから勝負にならないことや、落札

に繋がらないのに提出書類が多く作成に手間のかかる総合評価方式に応

札意欲がわくはずもなく、結果として総合評価方式は価格競争より入札

参加者が少ない状況となっている。

このように現在の総合評価方式は、中堅の優良企業の受注機会を奪う

制度のように思われることから、その実施の是非を含め更なる検討が必

要ではないかと考える。

● 今後とも、良質な公共工事を市場の適正価格で発注するための仕組み

づくり構築のため、現制度等の検証を含め、社会経済の情勢変化、公共

事業投資計画に伴う工事個所数や規模の変化、地域的な建設市場の変化

等の環境変化に応じ、例えば入札参加の条件や基準等において適宜・迅

速に不断の改善・見直しを行うことは重要であり、期待するところであ

る。

なお、県が発注する工事においては、農林水産部・土木部発注工事の

みならず、他部局においても同一の入札制度による調達の取組みをお願

いしたい。

３ 電子入札・電子閲覧について
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(1) 県では、電子入札及び電子閲覧を導入し、徐々に対象件数を増やして実

施してきておりますが、このことについてどのようにお考えですか。

● 建設市場は価格競争が激化しており、企業収益を生み出すためには、

入札段階から竣工段階まで一連の業務及び管理を如何に効率よくスムー

ズにできるかが鍵となっているので、その観点からも更なる対象案件の

早期拡大を希望する。

● 特に電子閲覧については、全発注物件において適用いただくか、閲覧

用設計書の電子化を進めていただき、ＰＤＦなどの電子データでの配付

またはＵＳＢメモリーかディスクでのコピー配付をご検討いただきた

い。

４ 元請・下請関係の適正化対策について

(1) 県では、平成２２年２月から、最低制限価格及び低入札価格調査基準価

格の設定水準の引上げを行いましたが、このことの元請・下請関係への影響

について、どのようにお考えですか。

● 公共投資の削減に加え、入札制度改革等の影響により、過度な価格競

争や安値受注の頻発による元請企業の収益悪化が、元請・下請関係の適

正化を阻害する大きな要因になっている。

● 先に記載の「県発注工事コスト実態調査」の昨年度結果からの分析の

とおり、現状の最低制限価格及び低入札価格調査基準価格の設定水準で

は、適正な利益を確保できる水準にない。

● また、公共工事に依存度の高い県内建設業者の平成20年度営業利益

率は、東日本建設業保証㈱の財務統計指標によると-3.42%で東日本最

下位である。同年度の全産業（全国）は1.9％であることから、約５％

も低い状況で、多くの建設企業が赤字経営であることが窺える。

● 現況では、最低制限価格及び低入札価格調査基準価格の設定水準の引

上げが行われたものの、元請・下請関係の改善に至るまでの水準に達し

ていないものと推定される。

(2) 下請側からは、下請契約金額について十分な協議がなされず下請側の希

望が反映されないという意見が出ておりますが、このことについてどのよう
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にお考えですか。

● 国では建設業法令遵守ガイドラインの策定や駆け込みホットラインの

設置、また県でも元請・下請関係適正化指導要綱の制定や下請け110

番を設け、元請・下請関係の適正化に取り組んでいることを十分認識し、

そのようなことがないように周知・徹底している。

● しかし、それだけでは不十分と感じている。発注件数を考慮すると本

県では、全数を監視するのは不可能であることから、発注件数の1割程

度を抽出し、立ち入り調査を行える権限を発注者が持ち、是正勧告や悪

質な場合には行政処分などのペナルティを科すなど、監視の強化策が必

要ではないか。

(3) 元請・下請関係適正化のための課題や方策として、どのようなことが考

えられますか。

● 建設業は重層産業構造により、下請階層が増えるほど賃金低下を招き、

労働災害の発生や施工品質の低下を引き起こす懸念や元請・下請関係適

正化を阻害する要因になっていると思われる。健全な建設市場の疎外と

ならない範囲で、元請の施工体制の管理責任とともに、無制限になって

いる下請次数について一定の制限措置を講じる必要があるのではない

か。

● 設計変更や工期変更など、現場の実状に添った形で迅速な対応がなさ

れないことなどにより、元請・下請関係の変更契約等において障害とな

っていることも実態である。

● 公共事業費が年々削減され、過当競争が激化している状況下では、現

行の公共事業労務費調査は負のスパイラルとしかなり得ない。千葉県野

田市等の公契約条例のような労務賃金の下げ止まりに資する施策が必要

ではないか。

５ 現場代理人の常駐義務緩和について

(1) 県では、平成２２年４月から緩和対象工事の予定価格（契約金額）を同

種工事の場合には２，５００万円未満とするなど要件等を一部変更して、現
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場代理人の常駐義務緩和の試行を行っていますが、このことについてどのよ

うにお考えですか。

● 先に記載のとおり、建設企業の収益は年々悪化の一途を辿り、更なる

経営の合理化・効率化が求められる中で、生産現場における技術者1人

当たりの生産性向上は急務となっている。

● 主任技術者が現場代理人を兼務することは大半である。1人の技術者

の人件費を捻出するには、年間完成工事高が最低でも5,000万円以上

は必要と言われているが、建設業法で定める現在の技術者制度では2,5

00万円以上（建築一式工事は5,000万円以上）の工事現場には技術者

を専任で配置しなければならず、現下の入札制度においては1人の技術

者がタイミングよく効率的に2,500万円以上の工事を年間2箇所施工す

ることは至難の状況にある。

● 平成20年度と平成22年度の改正により一定の評価はされるものの、

更なる現場代理人の常駐義務緩和のため、技術者制度の専任制を定める

金額の引き上げを県として国に働きかけしてほしい。

６ その他

その他現在の県の入札制度について、御意見等があればお書きください。

●一般競争入札の条件付けについては、過去の工事実績や工事規模などを

重視するのではなく、地域経済の活性化や地域雇用の観点からも地域に

根ざした企業が受注しやすい環境となるような地域要件の検討をお願い

したい。

特に、中山間地域においては、災害時の応急復旧対応や除排雪作業な

どを担う地元企業の存在が不可欠であり、地域住民の安全安心の確保の

観点からもご配慮をお願いしたい。

● 一般土木工事の地域要件は、地域を支える地元企業の受注機会を確保

するため、昨年4月から設計金額3千万円未満の工事は管内に変更され

ており、舗装工事の地域要件においては、同様の観点から一般土木工事

に準じて管内を設け、金額範囲を引き上げてほしい。
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（舗装工事における地域要件：左は現行、右は改正例）

設計金額 地域要件 設計金額 地域要件

2千万円以上 県 内 ５千万円以上 県 内

5百万円以上2千万円未満 隣接3管内 １千万円以上5千万円未満 隣接3管内

5百万円未満 隣接3管内 １千万円未満 管 内

また、一般土木工事及び建築工事の地域要件における管内の金額範囲

を引き上げてほしい。

（一般土木工事における地域要件：左は現行、右は改正例）

設計金額 地域要件 設計金額 地域要件

1億円以上 県 内 1億円以上 県 内

3千万円以上1億円未満 隣接3管内 5千万円以上1億円未満 隣接3管内

1千万円以上3千万円未満 管 内 1千万円以上5千万円未満 管 内

1千万円未満 管 内 1千万円未満 管 内

（建築工事における地域要件：左は現行、右は改正例）

設計金額 地域要件 設計金額 地域要件

5千万円以上 県 内 5千万円以上 県 内

1千万円以上5千万円未満 隣接3管内 1千万円以上5千万円未満 隣接3管内

5百万円以上1千万円未満 隣接3管内 5百万円以上1千万円未満 管 内

5百万円未満 管 内 5百万円未満 管 内

● 予定価格は、標準的な設計積算に基づき算出される価格に過ぎないが、

その価格を超えないことが落札条件となっている。標準より優れた技術

提案や 現場条件に適した積算をした場合、予定価格を超える物件が多

々あるので、予定価格を超えた金額でも契約可能となるよう予定価格の

上限拘束性を撤廃してほしい。不落・不調の是正にも繋がる。

● 価格至上主義を避ける入札制度として総合評価落札方式が導入され、

受注機会の均衡を図るため、格付要件・地域要件・工事実績等の入札参

加基準が設定されているが、いずれも加算点の高い者が受注する偏りの

傾向となっている。

特に都市部に比べ土砂災害や除雪等県民生活の維持保全に必要とされ

る地域の地元企業は事業規模が小さく、また、公共事業の落ち込み工事

件数の減少で、施工能力や入札参加機会はあっても施工実績評価等にお

いて、他地域の規模の大きい企業の参加によって受注機会が失われてい
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る。

このような状況に鑑み、地域経済社会を考慮し、発注者と振興局が一

体となった行政施策として、地域保全型工事等の振興策を積極的に推進

する必要があるのではないか。

新潟県では「新潟県中小企業者の受注機会の増大による地域産業の活

性化に関する条例」に基づき、地元企業の一層の受注機会の拡大、並び

に工事の品質確保と地元企業の健全経営への支援を目的に、「地域保全

型工事」による発注を試行している。入札参加要件として、過去5年度

以内に発注管内における災害対応や除雪等、地域の安全・安心確保に貢

献した実績を有することなどがある。

福島県においては、新潟県より1年早い平成18年度に「福島県中小

企業振興基本条例」（条例第100号）が制定され、中小企業の受注機会

の増大を図ることが明記されているので、この条例に基づき、新潟県同

様の取組みを試行していただきたい。

※ 参考資料２を参照
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